記載要領（都道府県・指定都市）
１　本調査は、退職時特別昇給、徒歩のみによる通勤手当、寒冷地手当、地域手当の状況について把握することを目的としています。
２　調査対象となる職員は、一般行政職に限定せず、企業会計分を除く普通会計分の一般職の職員です。対象職員の給与全体を記載してください。

３　調査時点は平成２３年１月１日現在です。
４　平成２２年度の支給見込額の記載については、平成２２年４月１日から平成２２年１２月３１日までの支給実績額と、平成２３年１月１日から平成２３年３月３１日までの支給見込額を合計した額を記載してください。また、単位は千円とし、千円未満の端数は四捨五入してください。

５　「１(２)退職手当の支給見込額」のＥ欄には、退職時特別昇給制度（これと同様の結果となる昇給を含み、人事院規則９－８第３９条相当規定及び第４０条相当規定による昇給（※）に係るものは含まない。）がないとした場合の支給見込額を記載し、職員の退職手当に関する条例（案）（昭和２８年９月１０日　自丙行発第４９号　別紙１）５条の３相当規定による割増措置については、割増率が条例（案）と異なる場合であっても、当該割増措置実施後の実支給額を記載してください。

６　「４（４）地域手当の支給見込額」については、１２月期の期末手当等において給与改定に伴う年間調整措置を実施した場合、年間調整措置による地域手当にかかる影響額分を増減した額を記載してください。

７　退職時特別昇給、徒歩のみによる通勤手当、寒冷地手当、地域手当の支給見込額について、「制度あり」の場合（又は支給額が国基準を超える場合）のみ記載することになっていますが、制度を平成２３年１月１日以前に廃止した場合でも、平成２２年度中に既に支給した額や経過措置により支給する見込みの額があれば記載してください。

８　前回調査（平成２１年１２月２５日付け総行給第１１８号・総財財第１１１号「退職時特別昇給等の状況について（照会）」）の未報告分がある場合（前回調査において報告した条例改正が行われなかった場合、報告誤りの場合等）については、本調査に併せて、回答を提出してください。
９　「集計用」シートに調査票の回答が自動転記されるようになっていますので、正しく転記されているか御確認ください。また、地方交付税の不交付団体においては、「集計用」シートの「区分」欄に「不」と記入してください。

※　廃職又は過員を生じた場合や、勤務成績が良好である職員が生命をとして職務を遂行し、そのために危篤となり、又は著しい障害の状態となった場合等の昇給。

